
番号 全体 １～19期 20～29期 30～39期 40～49期 50～59期 期不明

１ 増加 ２７ ０ ４ ６ ６ １０ １

減少 ７０ ９ ２１ １６ １０ ８ ６

変わらない ７４ ９ １３ １５ １８ １５ ４

わからない ２９ ２ １ ２ １ ２１ ２

その他 ８ ２ ０ １ ０ ５ ０

無回答 ５ ０ １ ０ ０ ４ ０

２

⑴   採用予定がありますか。 ３４ ２ ６ １３ ６ ３ ４

旧６０期１人 ２３ ２ ５ ８ ４ ２ ２

旧６０期２人 ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０

旧６０期２～３人 １ ０ ０ ０ １ ０ ０

新６０期１人 ７ ０ １ ３ １ ０ ２

新旧で２～３人 １ ０ ０ ０ ０ １ ０

１５９ １９ ３５ ２７ ２６ ４４ ８

２０ １ ０ １ ３ １５ １

⑵ ７ １ ２ １ ０ １ ２

１０ ０ １ ５ ２ ２ ０

８ １ １ ３ ２ ０ １

⑶ １１ １ １ １ ５ ２ １

１０ １ １ ５ ３ ０ ０

２ ０ １ ０ １ ０ ０

１ ０ ０ ０ １ ０ ０

３ ４４ ９ １２ ８ ７ ３ ５

７５ ３ １０ １６ １６ ２７ ３

５３ ６ ８ ８ ６ ２２ ３

２７ ２ ７ ４ ４ ９ １

４ ０ ２ １ ０ １ ０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１ ０ １ ０ ０ ０ ０

６ １ ０ １ ２ １ １

３ １ ０ ２ ０ ０ ０

４ ４８ ９ １０ １２ ６ ４ ７

６９ ３ １１ １４ １５ ２４ ２

５９ ７ ９ ７ １０ ２４ ２

２３ ２ ６ ３ ２ １０ ０

６ ０ ３ １ １ ０ １

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１ ０ １ ０ ０ ０ ０

５ １ ０ ２ １ １ ０

２ ０ ０ １ ０ ０ １

５ ⑴ ４４ １ １０ １０ ９ ９ ５

６９ １３ １１ １８ ９ １４ ４

９７ ８ １９ １１ １６ ３９ ４

３ ０ ０ １ １ １ ０

⑵

６ ６ ０ １ ３ ０ ２ ０

１７４ １９ ３５ ３４ ２７ ４９ １０

２３ ３ ２ ２ ５ ９ ２

８ ０ １ ０ ３ ３ １

２ ０ １ １ ０ ０ ０

７ ⑴   過当競争になる １８５ １９ ３４ ３４ ３１ ５６ １１

  適正な競争となる ８ ０ ３ ３ ０ ２ ０

  変わらない １０ ３ １ １ １ ４ ０

  無回答 ８ ０ １ ２ ３ １ １

⑵ １９８ １９ ３８ ３５ ３２ ６２ １２

１ １ ０ ０ ０ ０ ０

  変わらない １０ ２ １ ４ ２ １ ０

  無回答 ４ ０ １ １ １ ０ １

⑶   弁護士倫理が低下する １９４ １９ ３６ ３５ ３２ ５９ １３

  弁護士倫理が向上する ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

  変わらない １４ ３ ３ ２ ２ ４ ０

  無回答 ５ ０ １ ３ １ ０ ０

⑷ １７６ １９ ３５ ３１ ３３ ４８ １０

  あなたの最近の相談や受任の件数の分量は、どの
ような増減傾向ですか。

  弁護士の職務の公共性独
立性が強化される。

２００７年の司法修習終了者の採用予定について

５００万円以下

６００万円以下

  上記⑴で採用予定ありと回答された方は、ど
の程度の年間給与（報酬）額をお考えですか。

採用予定あり

採用予定なし

１５００人

それ以上

４００万円以下

５００万円以下

６００万円以下

その他

無回答

  上記⑴で採用予定なしと回答された方で、給
与（報酬）が低額であれば採用したいと思って
おられる方は、どの程度の年間給与（報酬）額
を目安とされていますか。

２０００人

２５００人

３０００人

３０００人超

７００万円

１０００人未満

１０００人

　当面、司法試験合格者は年間何人程度が妥当です
か（法曹界以外の他分野への進出の是非と可能性を
も考えお答え下さい）。

１０００人未満

１０００人

１５００人

２０００人

２５００人

３０００人

３０００人超

  今後、新たに、弁護士に需要拡大が望める分
野・範囲があるとお考えですか。

その他

無回答

ある

ない

　司法試験合格者を年間３０００人に増加させて、
２０１８年に実働法曹人口を５万人規模にすること
が予定されていますが、その必要性について、どの
ようにお考えですか。

わからない

その他

わからない

無回答

必要である

必要ない

省　　　略

弁護士人口に関するアンケート調査結果

質　　　問

無回答

　司法試験合格者が年間２５００～３０００人に増
員された場合、弁護士の質、業務や活動にどのよう
な影響を及ぼすとお考えですか（小問ごとにお答え
下さい）。

  ２００７年の司法修習終了者は約２５００人（１
０月終了の旧６０期１５００人と１２月終了の新６
０期１０００人）となり、２０１１年から３０００
人が予定されていますが、希望者のほぼ全員が法曹
界に就職できる司法試験合格者の人数は、年間どの
程度とお考えですか。

  弁護士の職務の公共性独
立性が損なわれ、ビジネス
化が進む。

回答者総数２１３名　　　１９期以前２２名　　　２０期台４０名　　　３０期台４０名　　　４０期台３５名　　　５０期台６３名　　　期不明１３名　　　　　　　平成１８年１１月　愛知県弁護士会

  弁護士の業務の質が低下
する

無回答

　上記⑴で「ある」と回答された方は、どの分
野・範囲にどの程度拡大できるのかを、具体的
にお書き下さい。



番号 全体 １～19期 20～29期 30～39期 40～49期 50～59期 期不明

４ ０ １ ２ ０ １ ０

  変わらない ２３ ２ ３ ６ １ １１ ０

  無回答 ５ １ １ ０ １ ３ ２

⑸   弁護士報酬が高額化する ３０ １ ５ ８ ９ ４ ３

  弁護士報酬が低額化する １４０ １８ ２７ ２２ ２１ ４７ ５

  変わらない ２３ ３ ５ ４ ３ ７ １

  無回答 １２ ０ ３ ２ ２ ２ ３

⑹ １８４ １９ ３４ ３２ ３１ ５７ １１

２ ０ ０ １ ０ １ ０

  変わらない １７ ３ ３ ４ ３ ４ ０

  無回答 ７ ０ １ ２ １ １ ２

⑺ １７３ １８ ３４ ３５ ３２ ４４ １０

４ １ １ ０ ０ ２ ０

  変わらない ２８ ３ ４ ４ １ １６ ０

  無回答 ５ ０ １ １ ２ １ ２

⑻ １３８ １４ ３０ ３０ ２０ ３５ ９

  強制加入制は維持される ４１ ６ ７ ２ ６ １９ １

  変わらない ２４ ２ ２ ６ ５ ８ １

  無回答 １０ ０ １ ２ ４ １ ２

⑼ １４７ １６ ３０ ２７ ２４ ４０ １０

２８ ０ ６ ５ ３ １４ ０

  変わらない ２５ ６ ３ ３ ４ ８ １

  無回答 １３ ０ １ ５ ４ １ ２

⑽ １６２ １５ ２８ ３１ ２７ ５０ １１

１０ ２ １ ２ ２ ３ ０

  変わらない ３２ ５ ８ ６ ３ １０ ０

  無回答 ７ ０ ２ １ ３ ０ ２

⑾ １３３ １２ ２１ ２０ ２５ ４７ ８

１８８ １７ ３８ ３７ ２９ ５５ １２

１１７ １３ ２２ ２６ １６ ３５ ５

  兼業や廃業する者が出る １５４ １５ ２７ ２６ １９ ５５ １２

６４ ８ １３ １６ ８ １６ ３

１０１ ９ １９ ２０ １４ ３２ ７

  弁護士偏在の解消が進む ３８ ５ ６ ９ ５ １１ ２

３７ ４ ５ １０ ７ １０ １

⑿ 　その他

８ 需要に見合った規模維持説 １８３ １８ ３４ ３４ ３０ ５７ １０

自由競争論の大幅増員説 １ １ ０ ０ ０ ０ ０

１０ ２ ２ ５ １ ０ ０

わからない ９ ０ １ ０ １ ５ ２

その他 ６ ０ ３ １ ２ ０ ０

無回答 ４ １ ０ ０ １ １ １

９ はい １９８ ２０ ３９ ３７ ３３ ５９ １０

いいえ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０

わからない ７ １ ０ ０ １ ３ ２

その他 ３ ０ １ ０ １ １ ０

無回答 ３ １ ０ １ ０ ０ １

10 評価する １１ ２ ４ ３ ０ ２ ０

評価できない １６１ １７ ２８ ３０ ２６ ５０ １０

わからない ２６ ２ ３ ４ ７ １０ ０

その他 １２ １ ３ ３ ２ １ ２

無回答 １ ０ ０ ０ ０ ０ １

  今回の司法改革を、総じてどのようにお考えです
か。

市民（国）が求めるだけの大
幅増員肯定説

質　　　問

  事務所の共同化、業務の
専門化が進む。

  国・地方自治体への就職
や企業内弁護士が増加する

  弁護士に対する国民の信
頼が向上し、影響力が強く
なる。

  弁護士自治が後退し、弁
護士規制が強化される。

  弁護士間で階層分化が進
む

  弁護士自治が拡充し、弁
護士の発言力が増す。

  強制加入制の廃止の恐れ
がある

  潜在的弁護士需要は多く
なく、濫訴が増加する。

  人権、公益、会務など無
償の活動が拡充する。

　弁護士人口のあり方について、日弁連は政府に対
し、需要に見合った人口政策をとるように主張すべ
きだと思いますか。

　弁護士人口のあり方について、職務の適正のため
需要に見合った適正な規模を維持すべきとする説、
自由競争原理にもとづく大幅増員説、適正規模を主
張せず市民（国）が求めるだけの規模を受け入れる
べきだとして大幅増員を肯定する説の、いずれを支
持されますか。

  勤務弁護士の採用が増加
する

  潜在的弁護士需要が顕在
化し、需要が拡大する。

  人権、公益、会務など無
償の活動が低下する。

省　　  略

複

数

回

答

可

  弁護士の職域の拡大が進
む

  新人で事務所を開設する
者が増加する

  弁護士の業務の質が向上
する

  弁護士に対する国民の信
頼が低下し、影響力が弱く
なる。


